














































化自由都市宣言」以後，1983 年と 1999 年に市会決議により定められた市政の基本方
針の「京都市基本構想」に基づく部門別計画として位置づけられる。現在までに，第




































































































































































特に都心部では，田の字地区（幹線道路沿い）は 45m から 31m に引き下げられ，職
















































































































































































加の促進を目的に，2003 年に「京都市市民参加推進条例」を施行した。また 2006 年
には策定から５年目を迎えた「京都市市民参加推進計画」を改訂するなど，市民参加
の推進に力を入れている。
総合企画局のプロジェクト推進室では，その地域リーダーや学識経験者などを交え
た検討委員会である「市民参加推進フォーラム」の事務局運営や，その活動成果とし
て「地域活動応援ガイド」などをまとめている。この「地域活動応援ガイド」は，市
民活動のうち，町内会や自治会活動などの「地域活動」にスポットライトを当て，元
学区の代表者へのアンケートや，活動事例紹介を行い，これを応援し，更にその輪を
広げることを目的として作成された。なおこの市民の地域参加の促進は，現在，同じ
総合企画局の地域参加推進担当へと変更になっている。
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４．行政対応の課題と可能性
本章のまとめとして，都心部の再構築をめぐる京都市行政の課題と可能性を３つの
ポイントから指摘する。
（１）部署間の情報共有と連携体制
前節で例示したように，各行政部署で，景観，建築，管理，ルール，まちづくり，
自治などの様々な切り口から，マンション増加と新住民流入による都心部の再構築へ
の対応策が出されている。これらの対応策は，事前の景観規制や，地域でのルール作
りやまちづくり，建築時の対応，マンションの管理支援などの時系列的な補完関係を
持つ。またそれらに加えて，相互に補完関係を持つ業務も少なくない。例えば，新景
観政策による全市的なダウンゾーニングの一方で，職住協働型築計画による地域住民
の提案による土地および建築ルールづくりがある。また地域の自治組織を対象とした
まちづくりや自治の側面支援の一方で，マンションの所有者組織である管理組合を対
象とした管理支援がある。
ところが，それぞれの部署が独立した予算上で事業運営をしているため，必ずしも
情報共有が充分とは言えず，実際にはリンクする業務であっても部署間を越えて事業
連携をするには至っていない。しかし現在では少しずつ情報共有が進み，中京区の意
見交換会で見られるように，普段から地域住民と接する中京区役所での総務課の企画
と，マンションとの交流事例の情報を蓄積している京都市景観・まちづくりセンター
との協力関係など，それぞれの特徴を生かした緩やかな連携が作られようとしている。
（２）マンションをめぐる行政対応の穴
地域コミュニティでは，まちづくりなどの取組で比較的定住意識の高い分譲マン
ションとの関係作りは少しずつ進んでいる。一方で，賃貸マンションの所有者や居住
者，あるいは管理者との関係をどう作っていくかは，依然として大きな課題となって
いる。
ところが，前述したように，建築に際しては，建築確認が必要なため建築審査課を
経由していくが，建築後の賃貸マンションの管理に関してはそれを支援する京都市の
担当部署は存在しない。担当部署として想定される住宅政策課では，分譲マンション
の管理問題に対しては対応するが，賃貸マンションについては個人の建築更新に関わ
るものとして，支援等の政策対象には入れていない。つまり，この賃貸マンションの
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管理という課題は行政対応上の穴となっている。
東京の区や福岡市などの他都市ではワンルームマンションの建築規制の条例が作ら
れているところもある。しかし，大学が多く立地し学生が多く居住する京都市におい
て，これらの条例を援用するには是非が問われる。ただし，金沢市では条例化により
良好なマンション管理への誘導策がとられているなど，方向性によっては京都市にお
いても援用の可能性を秘めている。これは，地域づくり推進課の行っている，自治会
加入促進等による地域コミュニティの活性化に向けた条例が，単なる自治側面だけで
はなく，建築審査課や住宅政策課などのマンションの建設や管理との連携を果たせる
かどうかにかかっている。
（３）自治組織の役割をどう位置づけ，合意形成や連携関係をつくっていくか
特にこれからの京都市行政に問われる重要な課題は，マンション住民の地域参加と
いう以前に，京都市行政としてこれから京都市という地域運営をしていく上で，町内
会や自治連合会などの自治組織の役割をどう位置づけ，その合意形成や連携関係をつ
くっていくかということに尽きる。
前述した市政協力委員と町内会役員の兼務などによる，実質的な住民自治組織と京
都市行政との連携関係は現在に始まったことではない。京都では歴史的に自治と統治
が相互補完関係を持って，あるいは対抗的相補性の中で地域運営を行ってきた経緯が
ある。この行政の住民自治への介入はエンパワメントに繋がる一方で，行き過ぎた介
入は行政の末端組織化を招き，住民自治の形骸化を招く（田中，2008a：p. 57）。
市民参加推進フォーラムの取組や自治会加入促進等による地域コミュニティの活性
化に向けた条例など，京都市行政がこれらの課題に切り込みつつあるといえる。また
都市計画部局においても，建築審査課の調整・調停制度は，民事不介入という，まさ
に行政対応のギリギリのラインであり，新景観政策や地域協働型築計画などの条例に
おいても，住民の合意形成が欠かせない。しかし，現在では自治会自体の地域代表性
が低くなっている現状もある（田中，2008a：p. 50）。そのため，連携関係や合意形成
のための意思決定を自治会ベースでおこなうこと自体の危うさも孕んでいる。行政機
関としての権限を持つ京都市行政には，柔軟な行政対応と共に，合意形成への慎重さ
が求められている。
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